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本研究では，日本人渡航者が，黄熱の予防接種時に黄熱に対する基本的知識，渡航先の流行
の有無，帰国後に黄熱の発症を疑うときの対処法などについての情報収集ができているかを明
らかにし，日本人渡航者の感染症対策について検討することを目的とした。
対象者は，2008年６月～９月に，黄熱の予防接種を受けるため関西国際空港検疫所に来所し

た日本人渡航者とした。自記式質問票の調査内容は，渡航先，渡航目的，滞在期間，予防接種
の必要性を知りえた情報源，黄熱に対する基本的な知識（症状，感染経路，対処法，予防策），
渡航先での流行状況の把握の有無とその情報源，渡航先で受診できる病院の知識の有無とその
情報源，帰国後疑わしい症状が出現した際の対処法の知識の有無とその情報源など計15項目と
した。
対象者数115名のうち，有効回答数は112名であった（有効回答率97.4％）。黄熱について

「調べている」と回答した者の割合は52.7％であった。そのうち，黄熱の主な症状についての
正答率は半数以上であり，感染経路の正答率は89.8％であった。さらに，対処法，予防策の正
答率も高かった。黄熱に関する全体的な知識を渡航経験の有無別に各個人の正答数と誤答数で
みると，正答数はある者4.3個，ない者6.8個であり，ある者の方が有意に少なかった。誤答数
はある者3.8個，ない者2.2個と，ある者の方が有意に多かった。渡航先での黄熱の流行状況を
51.8％の者が「把握している」と回答した。渡航先で病気・けがをした場合に受診できる病院
を「調べている」と回答した者が13.4％であった。また，帰国後に感染症が疑われる症状が続
く場合の対処法を「把握している」と回答した者は36.6％であった。これらのことから黄熱の
対処方法の情報収集は十分ではなかった。
日本人渡航者は，渡航経験の有無を問わず黄熱の症状や感染経路などの基本的な知識はある

程度持っているが，感染症対策について十分に対応できていないことが明らかになった。した
がって，医療に携る者は，渡航者に対し，自分の身は自分で守るという意識改善を訴えていか
なければならない。

渡航者，黄熱，予防対策

Ⅰ

近年，日本人渡航者数は増加傾向で，平成２
年の渡航日本人は1100万人であったのに対し，

平成18年は1900万人まで増加した1)。渡航先を
みると，アメリカやヨーロッパの国々のみなら
ず，熱帯，亜熱帯地域や発展途上国などの感染
症流行地への渡航も増えてきている2)。そのよ
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うな国や地域では，ワクチンや薬などの予防内
服，予防接種がまだ日本国内で一般化していな
い感染症もあり，予防対策が不十分な場合には，
感染者が増加することも懸念される。
渡航者の感染症対策は，日本出発前，現地滞

在中，帰国後など，それぞれの段階での対策が
必要である。渡航者は日本出発前に感染症の基
本的知識を得て，渡航先での流行状況や渡航先
で受診できる医療機関を把握し，現地滞在中は
必要に応じた予防対策を行い，帰国後に感染症
が疑われる時には適切な行動を取る必要があ
る3)。感染症の高度流行地に渡航する場合には，
とりわけ日本出発時の知識や情報収集が大切で
ある。しかし，日本人の海外渡航者の感染予防
対策に関する報告は少ない4)。
そこで本研究では，日本人渡航者が，黄熱の

予防接種時に黄熱に対する基本的知識，渡航先
の流行の有無，帰国後に黄熱の発症を疑うとき
の対処法などについての情報収集ができている
かを明らかにし，日本人渡航者の感染症対策に
ついて検討することを目的とした。

Ⅱ

対象者は，2008年６月～９月に，黄熱の予防
接種を受けるため関西国際空港検疫所に来所し
た日本人渡航者とした。
黄熱は，海外渡航に際して当事国から予防接

種証明書を要求される唯一の国際検疫病であ
る5)6)。黄熱の予防接種は，海外渡航時に予防
接種が必要な他の感染症と異なり，近畿２府４
県では神戸検疫所，大阪検疫所，関西空港検疫
所の３カ所でしか実施されておらず，調査対象
期間に黄熱の予防接種が必要な者は，いずれか
に訪れなければならない。
自記式質問票の調査内容は，渡航先，渡航目

的，滞在期間，予防接種の必要性を知りえた情
報源，黄熱に対する基本的な知識（症状，感染
経路，対処法，予防策），渡航先の流行状況の
把握の有無とその情報源，渡航先で受診できる
病院の知識の有無とその情報源，帰国後疑わし
い症状が出現した際の対処法の知識の有無とそ

の情報源など計15項目とした。
無記名の自記式質問票に回答してもらうに当
たり，無記名であること，個人的な解析はしな
いこと，回答者のプライバシーは完全に保護さ
れ，個人情報が公表されることはないことをア
ンケートに記載し，当日は口頭で説明した。ア
ンケートの提出によりこの研究に同意を得たも
のとした。
統計解析として，過去に予防接種が必要な国
への渡航経験別に比較する際は，χ2 検定
（フィッシャーの正確確率）を用いた。質問に
対する正答数，誤答数の平均値の比較には，ｔ
検定を用いた。統計上の有意水準は５％とした。

Ⅲ

対象者数115名のうち，115名から回答を得た
（回収率100％）。そのうち，記載不備のものを
除いた112名を有効回答とした（有効回答率
97.4％）。回答者は男性65名，女性47名であっ
た。年齢は19～79歳であり，年齢階級では20～
29歳が31名（27.7％）で最も多く，次いで30～
39歳が28名（25.0％）で，平均年齢は41.9歳で
あった。
渡航期間では，２週間未満が58.9％と最も多
く，次いで２週間～１カ月未満が19.6％と，比
較的短い者が多かった。渡航目的は，観光（ツ
アー旅行と個人旅行を含む）が57.0％，仕事が
35.1％で，両者が目的の９割以上を占めた。
初めて予防接種が必要な国に渡航する者は

75.9％であった。予防接種の必要性についての
情報源（複数回答）として，「旅行会社の規定
（29.5％）」「友人・知人・家族に言われて
（29.5％）」がともに最も多く，次いで「イン
ターネット上の情報（24.1％）」であった。「会
社の規定（16.1％）」「外務省・厚生労働省
（8.9％）」「検疫所（7.1％）」と回答した者は
少なかった。

黄熱について「調べている」と回答した者の

29― ―



（単位 ％）

全体
（ｎ＝59）

渡航経験
Ｐ値2)

有（ｎ＝16）無（ｎ＝43）

発熱
嘔吐
頭痛
悪心
黄疸
筋肉痛
出血症状
蛋白尿
尿が出なくなる

注 1) 複数回答
2) 渡航経験の有無の間での χ2検定の結果

（単位 ％）

全体
（ｎ＝59）

渡航経験
Ｐ値2)

有（ｎ＝16）無（ｎ＝43）

病院へ行く
調べていない
日本大使館へ連絡する
誰かに相談する
しばらく様子を見る
その他

注 1) 複数回答
2) 渡航経験の有無の間での χ2 検定の結果
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割合は52.7％と，約半数であった。過去に予防
接種が必要な国への渡航経験別にみると，「調
べている」と回答した者の割合は，渡航経験が
ある群（27名）は59.3％であり，渡航経験がな
い群（85名）は50.6％であった。渡航経験があ
る者に「調べている」者の割合が高かったが，
有意差は認めなかった。
「調べている」と回答した者（59名）のうち，

黄熱の主な症状についての正答率は，発熱，嘔
おう

吐
と

，頭痛は半数以上であった。黄疸，筋肉痛，
出血症状，蛋白尿，尿が出なくなるは，正答率
が低かった。渡航経験の有無別に正答率を比較
してみると，渡航経験がある者はない者より正
答率が低かった項目がみられたが，正答率に有
意差を認めなかった 。さらに，各個人
で正答数を求めてみると，渡航経験がある者
2.7個，ない者3.4個であり，経験がある者の正
答数が少なかったが，有意差を認めなかった。
一方，誤答率は，下痢，発汗，めまいは10％

を超えていた。渡航経験の有無で誤答率を比較
してみると，渡航経験がない者よりも渡航経験
がある者の方が誤答率は高くなっている項目が
みられたが，誤答率に有意差を認めなかった。
さらに，各個人で誤答数を求めてみると，渡航
経験がある者（0.6個）とない者（0.5個）の間
に差を認めなかった。
黄熱の感染経路（複数回答）についての正答

「人→蚊→人」率は89.8％と，高かった。渡航
経験の有無で正答率を比較してみると，渡航経
験がある者の正答率87.5％，ない者の正答率

90.7％で，有意差を認めなかった。正答数にお
いても，渡航経験のある者（0.9個）とない者
（0.9個）の間に差を認めなかった。
一方，誤答については，「血液からの感染

（8.5％）」「飲料水→人（5.1％）」が高率で
あった。渡航経験の有無別に誤答率を比較する
と，渡航経験がない者は，「握手」を除くすべ
ての誤答項目に数％の回答がみられたが，有意
差は認めなかった。誤答数においても，渡航経
験のある者（0.2個）とない者（0.3個）の間に
差を認めなかった。

現地で黄熱が疑わしい場合の対処方法につい
ては，「病院へ行く」が52.5％と最も高かった。
しかし，「対処方法は調べていない」という者
も22.0％みられた。また，渡航経験の有無別に
それぞれの対処方法の割合について比較すると，
「病院へ行く」と回答した者は渡航経験がある
者で68.8％であったが，渡航経験がない者は
46.5％で，渡航経験の有無で差がみられた。ま
た，「対処方法は調べていない」と回答した者
は，渡航経験がある者よりも，ない者の方が多
かった。しかし，いずれの項目も有意差を認め
なかった 。さらに，各個人で正答数を
求めてみると，渡航経験がある者（0.7個）と
ない者（0.5個）の間に差を認めなかった。一
方，誤答数は，渡航経験がある者が0.3個，な
い者0.7個であり，経験がある者の方が有意に
少なかった。
黄熱の感染を防ぐために自分でできる方法

（複数回答）についての正答率は，「長袖・長
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（単位 ％）

感染症の
流行状況
（ｎ＝58）

受診でき
る病院
（ｎ＝15）

帰国後の
対処法
（ｎ＝41）

インターネット上の情報
検疫所
旅行の本（雑誌・ガイドブック）
友人・知人・家族に言われて
外務省・厚生労働省
旅行会社の規定
会社の規定
開業医・病院
保健所
その他
忘れた

注 複数回答
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ズボンの着用（86.4％）」「虫除けスプレー
（81.4％）」「携帯蚊取り線香（74.6％）」のい
ずれも高かった。また，その他の項目では「蚊
帳」と答えた者も１名みられた。渡航経験の有
無で比較しても，差はみられなかった。正答数
においても，渡航経験のある者（2.4個）とな
い者（2.4個）の間に差を認めなかった。
一方，誤答率をみると，誤答項目に回答して

いる者が５～９％ずつみられた。渡航経験別に
みても有意な差はなかった。誤答数においても，
渡航経験のある者（0.3個）とない者（0.4個）
の間に差を認めなかった。
黄熱に関する知識を全体的に捉えた正答数と

誤答数を渡航経験の有無別にみると，正答数は
ある者4.3個，ない者6.8個であり，ある者の方
が有意に少なかった。一方，誤答数はある者
3.8個，ない者2.2個と，ある者の方が有意に多
かった。
渡航先での黄熱の流行状況について，「把握

している」と回答した者の割合は51.8％であっ
た。情報源としては，「インターネット上の情
報」が最も高く，次いで「検疫所」「旅行の
本」と続いている 。渡航先で病気，け
がをした場合に受診できる病院を「調べてい
る」と回答した者は13.4％と少なかった。情報
源としては，「インターネット上の情報」「友
人・知人・家族に言われて」の割合がともに
20.0％で，公的機関の割合は低かった 。
また帰国後，感染症が疑われる症状が続く場合
の対処法を「把握している」と回答した者は
36.6％であった。その情報源は，「検疫所」が
最も多く，次いで「開業医・病院」「保健所」
と公的機関の割合が高くなっていた 。

Ⅳ

本調査においては，黄熱の予防接種を必要と
する国を訪問する日本人渡航者の予防接種時の
感染症対策を検討したが，今後改善すべきいく
つかの点が明らかになった。
黄熱の予防接種を受けるために来所した者の

男女比は，1.4対１であった。年齢別にみると，

20～29歳と30～39歳で約半数を占めており，学
生世代や働き盛りの世代で渡航する者が多かっ
た。そのため，渡航目的は旅行と仕事がほとん
どを占め，２週間未満の滞在期間が多くなって
いた。近年の日本人渡航者の年齢構成は20歳代
が最も多く次いで30歳代と続いており，男性は
女性の約1.2倍である7)が，本調査の対象者で
もほぼ同じ傾向がみられている。また，今回の
調査を行った関西空港検疫所で予防接種を受け
る者は，近畿地区３カ所の検疫所の8.8％（平
成18年）であるが，本調査対象者は，本年度受
診者の24.6％（平成20年10月現在）を占めてい
る。これらのことから，対象者は日本人渡航者
の代表とはいえないが，黄熱の予防接種が必要
な国へ行く日本人渡航者の傾向を反映している
と考える。
予防接種が必要な国へ初めて行く者の割合が
多かったが，その予防接種の必要性についての
情報源としては，「旅行会社の規定」「友人・知
人・家族に言われて」が多かった。渡航に際し
て航空券などを購入する際に旅行会社の規定で
情報を与えられた者の割合が高かったと考える。
また，知人・友人・家族に言われて知ったとい
う者が多いことから，渡航者は積極的に調べて
情報を得るというよりも，他者から情報を得て
予防接種の必要性を知ったと考える。自分で調
べる場合でもインターネットからの情報の割合
が大きく8)，会社から直接，あるいは公的機関
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（検疫所，厚生労働省）の刊行・出版物から情
報を得た者は少ない。
黄熱の基礎的な知識については，黄熱という

感染症について調べた者は約半数であった。し
かし，初めて渡航する者の割合が75％であるこ
とを考えると，十分に調べているとはいえない。
旅行する際に健康のアドバイスを得た者は，
オーストラリア人がアジアへ旅行する場合31％
で9)，スウェーデン人が海外に旅行する場合59
％であった10)とする報告と直接比較できないが，
予防接種が必要な国への渡航であることを考慮
すると，今回の割合は低いと考える。初めて渡
航する者より渡航経験者のほうが感染症につい
て興味を持ち情報を調べる割合は多いが，それ
でも６割に満たず，感染症について自分自身で
勉強しようとする意志は低いと考える。また，
黄熱について「調べている」と回答した者でも，
正答率が低いものや誤答率が高いものがあった
ことから，黄熱の知識のすべてを十分習得して
いなかった。
黄熱の症状の正答率は，渡航経験者の方が低

い項目が多く，誤答率は高い項目が多かった。
これは，渡航経験者が過去に渡航した際に黄熱
以外の感染症についての知識を得たことや，一
般的に旅行中の病気を予防する上で最も基本的
なことは口に入る水と食物に注意することに尽
きる11)という知識が，今回調べた黄熱の症状や
予防策と混同してしまったと考える。
黄熱の対処法について，調べていない者が全

体で20％近くみられ，「病院へ行く」と正解を
回答した者は，渡航経験がある者68.8％，ない
者46.5％であり，渡航経験別で有意な差は認め
られなかった。一方，誤答数は渡航経験者が有
意に少なく，渡航経験者は何らかの症状が現れ
た場合，まず現地の医療機関を受診しようと考
えていた。
黄熱の感染経路については，正答率が高く

なっていたが，誤答もみられたため，十分に知
識を持っているとは言い難かった。感染予防の
知識についての情報は，ただ待っていれば得ら
れるものではなく，自分から積極的に情報を収
集しなければならない。感染症の症状や感染経

路などの基本的知識については，渡航者自身の
責任において渡航前にしっかりと調べておく必
要があり，自ら感染症から身を守るという認識
を高めていく必要がある。
黄熱に関する知識を全体的に捉えた正答数，
誤答数でみたところ，渡航経験のある者の方が
正答数は少なく誤答数が多かった。先に述べた
ように，渡航経験があった場合，他の感染症の
知識と混同してしまったり，経験があることか
ら知識もあると思い込み，油断が生じたりした
結果であると考える。
黄熱の予防対策として，渡航先の流行状況を
把握することは基本的な事であるが，この調査
においては，その点でも不十分であった。その
情報源としてはインターネットが最も多く，次
いで検疫所が多かった。予防接種を受けに検疫
所に行くことで，それが情報収集の機会となっ
ているのであろう。
渡航先で病気やけがをした場合に受診できる
病院についての情報収集は不十分であることが
示された。今回の対象者は渡航期間が短い者が
大半を占め，おそらく感染する危険性が低いと
信じているので受診できる病院について調べた
者は少なく，入手先はインターネットや友人・
知人・家族からの口コミであった。予防接種を
必要とする現地の医療水準は国内に比べると相
当遅れている場合が少なくない12)ことを知って
おかなければならない。
帰国後の黄熱発症が疑わしい時の対応につい
ても，情報を集めた者は３分の１であったが，
情報の入手先は検疫所が最も多かった。予防接
種を受けに検疫所へ行くことが，情報収集につ
ながっていた。日本国内の医療が熱帯病に対し
て不備であり，熱帯病に精通する医師が非常に
少ない12)ことを考えると，検疫所は情報提供の
場としてますます重要な役割を果たすことが期
待されている。
今後医療に携る者には，海外感染症情報をは
じめ，海外医療についての相談を受ける機会が
増えると考える。医療に携る者は，旅行者が帰
国した際に感染症の可能性を考慮しなければな
らない13)。さらに，渡航先で各種の感染症を予
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防するため，かかりやすい感染症や感染経路，
対処方法についての情報提供は重要である14)15)。
欧米人に比べアジア人は旅行前のアドバイス

を得ることが少ないと言われている9)。本研究
から，日本人渡航者は，黄熱の症状や感染経路
などの基本的な知識はある程度持っているが，
感染対策について十分に対応できていないこと
が明らかになった。したがって，医療に携る者
は，渡航者に対し，「感染症に関する正しい知
識を持ち，その予防に必要な注意を払うよう努
める」という国民の責務16)を果たすことができ
るように，自分の身は自分で守るという意識改
善を訴えていかなければならない。

本調査に当たり，研究にご理解，ご協力いた
だいた関西空港検疫所柏樹悦郎所長はじめ職員
の皆様，アンケート調査にご協力いただいた渡
航者の皆様に深甚なる謝意を表します。
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